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　一昨年の原油高騰、米国発のサブプライム、リーマンショックに起因する金融危

機からの100年に一度という世界的不況が起き、クライスラー、GMの破綻とともに

我が国の輸出依存の自動車、電気・電子産業へのダメージは大きく、厳しい状況に

再びおかれた。幸いにも巨大な人口とマーケットを有する中国、インドなどの国々

の目を見張る発展による需要の急増とエコポイントなどの政策により、急回復を遂

げつつある。しかしながら、域内に金融問題を抱えるEUの国々、日本では円高、株

安等相変わらず不安定な経済状況にあり、まだまだ厳しい状況が続いている。さ

て、東京の一極集中の繁栄の陰では地域経済はますます深刻さを増し、地域イノベ

ーションは進んでいない。さらに、政権交代による仕分けで、とりわけ科学技術振

興機構で行われてきた地域事業の廃止、縮小が行われてきており、地域の大学、高

専、中小企業に追い打ちをかけている。�

　このような状況下で、高専の地域貢献が益々重要になり、地域発のイノベーション

の創出、すなわち、自立型で持続的な地域社会の発展、工業・農業・漁業・林業・畜

産業の高度化、新事業の展開、企業誘致、ベンチャー創出等々が不可欠である。�

　高専―技科大連合スーパー地域産学官連携本部が動きだし、その下での全国8地域

での戦略展開プログラムも、発明コーディネーター、リエゾンコーディネーターを

有し、全国で活動を始めた。各高専の地域テクノセンター等は従来からの活動を更

に強化させ、先端的、国際競争力のある研究成果の地域社会への紹介、地域企業と

の共同研究の遂行、更には地域産業界の直近の課題解決に連携を強めて当たるリエ

ゾン役として旗振りをすることが求められ、各地域で期待され、信頼されている。�

　現在、第4期科学技術基本計画策定に向けて産学官連携自立化促進プログラム［機

能強化支援型]を作成している。政権交代後の仕分け等で苦しくなってきている外部

資金ではあるが、両技術科学大学、高専の連携を更に深めて、獲得する努力が必要

と考える。�

　高専は寮生活、部活、勿論、厳しい教育指導、卒業研究、特別研究により、産業

界、大学が望む人材を輩出してきている。幸い、高専が位置する地域ではライフイ

ノベーション、グリーンイノベーションが最も実現しやすい環境にある。�

これからの産学官

連携活動について�

独立行政法人 国立高等専門学校機構�

産学連携・地域連携委員�

八戸工業高等専門学校校長�

　　　　　　　　 井口　泰孝�
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産学官連携における成功事例�特
集�

一関工業高等専門学校� 物質化学工学科　教授　戸谷　一英�

イノベーション創出基礎的研究推進事業�

天然型グルコサミンの現製造法（右）と提案技術（左）�

イノベーション創出基礎的研究推進事業�

4プロジェクトと展示会等出展風景�

　一関高専は平成20年度から3年間、イノベーション創出基礎

的研究推進事業（発展型）に採択されています。

イノベーション創出基礎的研究推進事業とは�

　独立行政法人生物系特定産業技術研究支援センター（略

称：生研センター）が主管する異分野融合を特徴とする公募

事業です。大学や省庁研究機関を中心に年間10課題程度採択

されており、代表機関としての高専の採択は今回が初めてで

す。我々のコンソーシアムは粉砕企業（アーステクニカ）と

食品企業（焼津水産化学工業）、3大学（静岡大学、京都大

学、城西大学）を含み、約30人体制で活動しています。

　研究課題名は「環境負荷低減技術によるキチン系バイオマ

ス資源の高度利用」で、キチンの分解と有効利用に関するも

のです。対象となる製品は天然型グルコサミン（N-アセチル

グルコサミン）と呼ばれる単糖で、変形関節症痛の軽減や美

肌効果が注目されており、健康食品や化粧品として市場が拡

大しています。この単糖はカニ殻から抽出したキチンを塩酸

や酵素により加水分解して製造されますが、塩酸の大量使用

や工程数の多さが問題となってきました。我々は、丹野（現

一関高専校長）らが開発した“コンバージミル”のメカノケ

ミカル効果（物質の結晶構造などを破壊）を利用して、塩酸

を使用せずにキチンの酵素分解率を著しく向上させることに

成功しました。本事業はこれを発展させ、製品の大幅なコス

トダウンと地球環境に優しい製造方法を実現するとともに、

臨床評価により製品競争力を強化するものです。二糖やオリ

ゴ糖など新たな製品の開発も試みています。

これまでの研究成果�

　研究成果の広報が義務づけられており、この2年間で特許出

願4件、論文発表5件、国際会議発表6件（ICS2010等）、学会

発表26件（受賞2件）、多数の招待講演を行ってきました。ま

た定期的な検討会（過去4回開催）、各種展示会への出展、メ

ディア対応も積極的に行っております。本事業開始後、コン

バージミルの受注が6件あり、粉砕機市場の活性化に繋がるも

のと期待しています。

一関高専の体制と今後�

　本事業に関係する一関高専の教員は5名、ポスドク1名、研

究補助員2名、学生（約10名）です。分野横断的な教員（粉体

工学から遺伝子工学まで）の参加に加え、ポスドクや研究補

助員の力が必須でした。コンソ終了後数年以内の事業化を目

指しております。本技術は地域資源へも展開可能で、一関高

専地域共同テクノセンターの4プロジェクトの一環として活動

しています。
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富山高等専門学校� 専攻科  准教授　袋布　昌幹�

リン酸カルシウム系フッ素不溶化剤の実用化・商品化�

図１　製造法の異なるDCPDを用いたフッ素除去挙動�

写真１　DCPD表面に誘起させたナノスケールの前駆体�

図２　再生土からのフッ素化合物溶出量�

写真２　石膏系固化材を用いた建設汚泥リサイクル�

　生体内のフッ素化合物などの物質循環にヒントを得て富山高専で見いだ
した技術シーズである「リン酸カルシウム塩を用いたフッ素化合物の不溶
化技術」について、国内外の民間企業との異業種連携により、実用化研究
を進めてきました。その成果として、今年よりフッ素化合物の不溶化剤「F
クレスト」がチヨダウーテ(株)より上市されました。

1）技術シーズ・実用化までの道のり�
　リン酸カルシウム塩の一種であるDCPD（リン酸水素カルシウム二水和
物）は、環境レベルの微量フッ素化合物を安定な鉱物であるFAp（フッ素ア
パタイト）として不溶化できることを見いだしました。このシーズを汚染
土壌などのフッ素化合物の対策技術に活用すべく、富山県の(株)ETSジャパ
ン、三重県のチヨダウーテ(株)、東京都の大林道路(株)、愛知県の(社)泥土リ
サイクル協会などとの連携により、NEDO技術開発機構の支援を受けて検討
を進めました。
　そのなかで市販されているDCPDの製造コストの低減だけでなく、DCPD
とフッ化物イオンとの反応性の制御が大きな技術課題となることが見いだ
されました。

2）得られた成果�
(1) DCPDの反応性制御
　DCPDとフッ化物イオンとの反応性を調査した結果、市場に流通している
大部分のDCPDがフッ化物イオンとの反応性がないことが判明。また、反応
性を有するDCPDにおいても、製造条件等によって、フッ化物イオンとの反
応性に大きな差違がある（図1）ことが見いだされました。DCPDの反応性
を向上させる技術として、DCPD粒子表面にナノスケールの前駆体をあらか
じめ生成させる（写真1）手法を開発、PCT方式による国際特許出願を行い
ました。
(2) 反応性を向上させたDCPDの量産
化技術
　DCPDの反応性と製造条件との相
関性を明らかとし、粒子の表面処理
なしに反応性の高いDCPDの製造技
術を構築（特許出願中）、この成果
を活用して、フッ素不溶化剤「Fク
レスト」を今年より上市しました。
(3) DCPDの環境技術への応用
　近年建設廃棄物のリサイクル技術
として高い関心が持たれている、廃石膏ボードを用いた軟弱地盤、建設汚
泥固化材（写真2）の製造において、原料石膏に含まれているフッ素化合物
による土壌汚染が実用化の障壁となっていました。廃石膏ボードから回収
された石膏にDCPDを添加することにより、建設汚泥を固化させた再生土か
らのフッ素化合物の溶出を長期間にわたって安定に不溶化させることがで
きることを見いだしました（図2）。この技術を活用し、廃石膏ボード回収
から建設汚泥、軟弱地盤の固化施工までをワンストップで行うプラントを
(株)ETSジャパンが設立、今年9月より稼働開始しました。
(4) 高い評価
　これらの異業種連携には全国で活躍するKOSENの卒業生が活躍してお
り、その連携モデルに対して、平成20年に第3回モノづくり連携大賞特別賞
を受賞。NEDO技術開発機構の成功事例として産学官連携推進功労者表彰に
ノミネートされるなど、高い評価を受けています。
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徳山工業高等専門学校� 土木建築工学科  教授　田村　隆弘�

産学官協働で実現！コンクリートのひび割れ抑制対策�

図１　山口県のひび割れ抑制対策システム�

　日本にコンクリート構造物の建造技術が入ってきて約120年になりま

すが、最近では、コンクリート構造物の劣化に伴う事故や、あるいは環

境問題の観点からも、耐久性のある構造物の建造が求められています。

国土交通省では、竣工時に発生している「ひび割れ」を厳しく評価する

ようになり、地方自治体でもこの対応に苦慮しています。コンピュータ

によるシミュレーション技術が進化した今日ですが、コンクリート構造

物の施工は、さまざまな環境条件の中で行われるため、このひび割れ問

題は、なかなか解決できない問題です。

　そうした中、山口県では産学官が一体となって、この建設工事におけ

るひび割れ問題を解決してきました。そこでは、実際の構造物を使った

試験施工（写真1）も行い、ひび割れの原因や特徴を研究し、また、ひ

び割れを抑制する技術の性能を把握しました。その結果として出来上が

ったのが図1に示すような「ひび割れ抑制対策システム」です。

　このシステムは、山口県、山口県建設技術センター、山口県の建設業

者、そして、徳山高専が協力して、コンクリートに発生する有害なひび

割れを抑制するためのPDCAシステムを築いたものです。コンクリート

構造物の建設にあたっては、事前にコンクリートに発生する有害なひび

割れを防止する対策を発注者と施工者で検討しますが、この時、過去の

データを参照する仕掛けを開発しました。 

　このシステムを導入して数多くの研修会も開催し（写真2）、関係者

が勉強したことで、山口県のコンクリート構造物では補修を必要とする

ような有害なひび割れが著しく減少しました。写真3は、幅25mの壁式

橋脚で有害ひび割れを無くした事例です。

　山口県と徳山高専の共同研究は、6年前に、当時、徳山高専で行って

いた「コンクリートよろず研究会」に県の技術者の方々が参加されたこ

とがきっかけですが、以後、実物の建造物を使った試験施工など長期に

渡ってさまざまな角度から「コンクリートのひび割れ」に関するテーマ

で共同研究を行っています。

　今回の取組は、全日本建設技術協会から「全建賞」を授与される（写

真4）など評価されましたが、「未来に負の資産を残さない」、すなわ

ち、「持続可能な社会基盤の構築」は、現代の技術者に課された指命で

す。「小さなひび

割れを防ぐ努力が

豊かな未来を支え

る。」と信じて、

山口県では、これ

からも産学官が一

体となって、高品

質なコンクリート

構造物の建造に取

り組みます。

写真１　ひび割れ対策試験施工の対象構造物�

写真２　ひび割れ対策技術研修会の様子�

写真３　ひび割れ抑制に成功した壁式橋脚�

写真４　全建賞（全国建設技術協会）�
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鹿児島工業高等専門学校� 都市環境デザイン工学科  教授　山内　正仁�

きのこ生産による焼酎粕のカスケード利用の取組み�

　平成19年度に採択された経済産業省地域資源活用型研究開発事業におい
て、鹿児島高専を中心とした研究グループでは培地基材におが屑（針葉
樹、広葉樹）、栄養材に甘藷焼酎粕乾燥固形物を利用し、焼酎粕中の有用
成分を多く含んだ高付加価値きのこの安定生産技術を開発しました。ま
た、きのこ収穫後に発生する廃培地については、発酵TMR飼料の粗飼料、
濃厚飼料の代替として活用し、緬羊、乳用牛による給餌試験を実施しまし
た。その結果、廃培地を5～10％混合した発酵TMR飼料（TMR：Total Mixed 

Ration）は家畜への給与は可能であることがわかりました。これにより、食
品（きのこ）→家畜飼料→肥料と段階的にその品位に応じて再生利用する
カスケード技術が確立しました。（図1参照）
　現在、本技術を用いて鹿児島県内のきのこ生産農家（南九州きのこセン
ター）がエリンギを3,000本／週（400kg/週）生産しており、流通先は、鹿
児島県内のスーパー、関東・関西方面のデパート食品売り場、ホテルなど
であり、こだわりの食品として一般価格の2割増しで引き取られています。
（新聞記事、写真参照）　
　また、生産拡大を目指し、鹿児島県内の企業2社と福岡に拠点を置く大手
企業との間で事業化に関する打ち合わせを行っているところです。
　昨今、きのこは消費者の健康志向を反映して、生産量は増加傾向にある
ほか、消費者の安心・安全に対する関心の高まりから、地元産の安心・安
全な食材を求める傾向も高まっています。これらの点を考慮すると、地域
産物である焼酎粕を培地として栽培されたきのこは収量やアミノ酸等の有
用成分、食感、コスト面、さらに生体機能の調節や成人病予防の機能性に
おいても優れており、本県の特産品となる可能性を十分に秘めています。
　今後は、エリンギだけでなく他の食用きのこ（シイタケ、ヒラタケ、タ
モギタケ、ヤマブシタケなど）についても栽培技術を確立し、生産量を増
加させると同時に、廃培地については家畜飼料としての利用を進め、地域
循環システムを軌道に乗せたいと考えています。

販売先のチラシ（鹿児島県内のスーパー）�

店頭販売風景�

ヒラタケ� エリンギ�

シイタケ� タモギタケ�

焼酎粕培地で栽培した各種きのこ�

ヤマブシタケ�

委託先での生産風景�

図１　焼酎粕の地域資源循環システム�
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鹿児島工業高等専門学校� 産学官連携コーディネーター・客員教授　中原　義毅�

高専における継続的な中小企業技術者人材育成計画の推進�

写真４　燃料電池自動車の走行試験�

　高専が地域社会・産業界等から期待されている活動は多彩ですが、

高専の使命として地域社会への貢献、地域産業界活性化への貢献等が

あります。鹿児島高専では、これらの要請に応える活動の一環とし

て、中小企業の初中級技術者育成に平成18年度以降継続して取り組ん

でいます。

　平成17年度に九州経済産業局の実施した「電源地域における雇用促

進対策調査事業」に採択され、この調査事業によって明らかとなった

企業側ニーズに合致した多くの人事育成計画を推進してきています。

事業開始にあたり県内企業経営者並びに高専の卒業生である企業技術

者個人に対するアンケート・企業訪問等によるニーズ調査を実施しま

した。この調査事業を通じて、明らかとなった県内企業の人材育成に

対するニーズ「高い技術・技能を持った技術者等人材不足」とその技

術分野を具体的に把握することができました。

　必要とされている技術分野に対して平成18年度から21年度まで実施

した人材育成事業は産業界並びに経営者等から高い評価を得ていると

ころです。さらに平成22年度の事業計画についても、本年7月から10月

まで実施する予定で、既に一部の育成教育が進行しています。高専と

いう高等教育機関で、継続的に社会人に対する技術者教育を円滑に推

進するには、事務部門を含む学内関係者の理解と協力体制、並びに公

設試・大学・産業界等の各関連組織との協力体制構築が不可欠です。

加えて適切で有能な管理法人が重要な要素となります。実施する過程

では多くの課題がありましたが、関係者の協力で継続して実施するこ

とができました。年度毎の具体的人材育成事業は次の通りです。

　平成18年度：『鹿児島県における環境にやさしい農水工連携支援自

動化機器システムの開発技術者育成』�

　平成19年度：『農水工連携支援自動化機器システム構築のための「も

のづくり講座」を軸とした問題発見解決型技術者の育成プログラム』�

　平成20年度：『実践的な農水工連携支援自動化機器システム設計の

ための専門技術者育成プログラム』�

　平成21年度：『鹿児島県本土地域自動車・電子関連産業活性化人材

養成等事業』と『新エネルギー（燃料電池・太陽電池）を応用するた

めの基盤技術を学び、ものづくりを通して低炭素社会の貢献できる問

題発見解決型技術者の人材育成プログラム』�

　平成22年度：『エコの発想をもつ自動車・電子関連産業で活躍でき

る高度融合メカトロニクス技術者の育成』

写真１　平成21年度成果発表会�

写真２　成果発表会での教育内容発表�

写真３　燃料電気自動車の製作実習�
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Coodinator Column

  金融機関との連携�
「森のアワビの陸上養殖」�

東京工業高等専門学校　関東甲信越地区担当　産学官連携コーディネーター�佐々木 桂一�

Coodinator Column

　東京高専では、平成19年より金融機関出身者を「出前型CD（コ
ーディネータ）」として配置し、地域の企業ニーズ中心に産学
連携活動を展開しています。本日は金融機関との連携から生ま
れた事例を紹介します。
1. マスコミ発表
　平成22年6月、東京都八王子市で精密部品加工を営む㈱アミ
ネックス（峯尾一真社長、従業員50名）はマスコミ発表を行い
ました。目的は全国で初めて成功した「閉鎖循環型陸上養殖」
で養殖したアワビのお披露目であり、閉鎖循環型とは、海水の
代わりに人工海水を使い養殖するもので、汚れた水をろ過や殺
菌システムにより浄化し外部に出さない設備です。外部に排出
しないので環境には優しい設備であるが、人口海水の管理・浄
化が重要なポイントでした。
2. 金融機関からの紹介により産学連携が実現�
　「定年退職した従業員が働ける魅力ある職場ができないか」
と考えていた同社の峯尾会長（70歳）が、アワビの養殖を思い
立ったのが平成19年頃でした。水の分析に悩んでいた会長を紹
介したのは、東京高専と連携協力協定を結んでいた信用金庫の
支店長でした。CDが訪問し、受託できる教員を探したところ2

名見つかり、平成20年6月共同研究をスタートさせました。
3. 市場規模�
　農水省の統計「平成19年度漁業・養殖生産統計」（表1）に
よれば、平成19年の全国でのアワビの漁獲量は2千トン余で、
生産額は平成18年度で157億円であり、海外からの輸入が年間
約1千トン強あるので、国内市場は200～250億円と推定されます。
4. 共同研究の方法�
　養殖は、冷たく静かな環境を好むアワビのため、エアコンを
設置した工場内の部屋に浄化槽2台とろ過装置を設置し、始ま
りました。学生が定期的に同社を訪問し、人工海水を採取し研
究室に持ち帰って分析を行うほか、分析以外にも、アイデアマ
ンの会長からは導入設備の材質や種類、海水の分析方法、排泄
物の処理方法等多岐に及ぶ技術相談がありました。
　高専としての共同研究の成果は、平成21年12月第1回大学コ
ンソーシアム八王子学生発表「アワビ陸上人工養殖における海
水中の溶出リンの除去」、平成22年3月第12回化学工業会学生
発表会東京大会「アワビの陸上人工養殖に関する基礎研究」と
して発表されました。
5. 今後の展開�
　養殖開始から2年を経過し、海上養殖と同程度の生存率を達
成したことから「技術的な課題は無くなった」（峯尾会長）と
して実験プラントは終了しました。
　今後は規模を拡大した商業プラントの設置や、取得したノウ
ハウを生かしてフランチャイズビジネスの展開といった新たな
ビジネスプランを模索しているほか、同社では「森のアワビ」
として商標登録も済ませています。発表会に同席した八王子市
産業振興部の部長も「八王子の新しい名物にする」と全面的に
支援していくことを表明しました。
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4

写真１　養殖したアワビを見せる峯尾会長�

写真２　記者発表の様子（右端が庄司准教授）�

表１　アワビの漁獲量と生産額の推移�
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写真１　先行特許調査法講義�

長野高専における知財マインドの向上�

各校の産学官連携・知的財産活動紹介�
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長野工業高等専門学校�

産学官連携戦略展開事業「知的財産活動基盤の強化」
プロジェクトの現在迄のアウトプット�
　長野高専では教員の特に専門学科の教員の特許
に対する意識を向上させるため平成20年度の文部
科学省「産学官連携戦略展開事業」の「知的財産
活動基盤の強化」に東京高専と連携して応募し，
採択されました。これに基づき平成20年度7月から
3年間の計画で主として専門学科の教員の特許明細
書執筆能力を向上させるプロジェクトに着手し、
執筆指導は弁理士（特命教授）が行っています。「特
許明細書の書き方」と「先行技術調査の方法」に
ついての特命教授および特許情報アドバイザによ
る講義の後、プロジェクト参加の専門学科25人の
教員が1～2か月に一回程度の割合で特命教授から
明細書の執筆指導を受け、特許発掘会も1～2か月
に1回程度の割合で実施しています。この発掘会は
東京高専と連携するサポート企業の支援を受けて
実施しています。プロジェクトは2年が経過し現在
3年目です。初年度、次年度いずれも目標の10件/年
を超える出願を行うことが出来ています。

「知的財産活動基盤の強化」プロジェクトの推進方法�
　最終年度の本年度も10件/年の出願目標を目指し
ます。現在の高専の教員の知財マインドの状況は
全国高専の出願件数の平均は1～2件/年であること
から分かるように必ずしも高くなく、各教員が発
明の案件を決め先行技術調査を行いそのうえで明
細書執筆を弁理士の先生の添削指導を受けながら
完成させ出願にまで持って行くことができる様に
するためには、各学科の支援を受けつつプロジェクトとして緻密な日程フォロー、各教員との不断のコミュニケーシ
ョンをおこなうなど相当の努力が必要です。長野高専では現段階は知財マインド醸成のための第一ステップと考えて
おり現在は出願数を多くすることを目指しており、昨年末には本校の「教員の昇任選考の規定」が特許出願も学会発
表と同様にカウントされるように改訂し、更にインセンティブとして出願教員には研究費が支援されています。

知的創造サイクル�
　知財マインド醸成に最も効果があるのは、いわゆる「知的創造サイクル」がまわり研究開発費の回収が実際にでき
た案件がいくつか高専内で出てくることで、そのためには出願特許の民間企業へのPRを積極的に行うことが重要にな
ります。今までもJSTなどの新技術発表会等でここ2～3年のあいだ学校全体として年数件は特許技術を発表してきま
したが本年度は上述のサポート企業、TLOの支援を受けて、更にこの活動に力を入れていきたいと考えており、図1は
知的創造サイクルをまわす知的財産マインドに溢れた高等教育機関を図として示したもので、2009年度の「善光寺バ
レー研究成果報告会」で筆者が報告したものです。写真1は教員を対象とした先行特許調査法の講義です。

卒業研究発表会及び専攻科特別研究発表会に於ける秘密保持�
　卒業研究の発表会、専攻科の特別研究発表会では特許出願可能な案件がいくつか含まれている可能性もあるため、
多くの大学でも実施されている様にこれらの発表会参加者にはそこで知り得た情報は他にもらさないように守秘契約
によりお願いしています。

図１　知的財産マインドに溢れた高専�
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豊田高専�

高専・技科大 技術マッチングシステム ｰKNTnetｰ 紹介�

地区産学官連携コーディネーター紹介�

　この度、四国地区担当産学官連携コーディネータを拝命
致しました。前職では、企業において、地域の経済・社会
調査、新規事業開発、知的財産管理等に関わってきました。�
　コーディネータの基本は現状をよく理解することであり、
可能な限り多くの方々とのネットワークを構築して行くこ
とが大切であると考えています。�
　四国地区5高専と企業、自治体等が連携し、「輝く地域
と高専」の夢を実現できるよう、前職での経験も活かして
頑張ります。�

今後の予定�

Ｃ
Ｄ
コ
ラ
ム�

特
　
集�

各
校
の
産
学
官
連
携
・�

知
的
財
産
活
動
紹
介�

Ｋ
Ｎ
Ｔ
ｎ
ｅ
ｔ
紹
介�

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
紹
介�

https://kosen-nut.net/https://kosen-nut.net/

四国地区担当 産学官連携コーディネーター�
配置校：香川高等専門学校�

関　丈夫�

ヒューマンネットワークで夢を形に�

高専と技科大が、�
地域における技術の悩みを解決します�

高専と技科大が、�
地域における技術の悩みを解決します�

・イノベーション・ジャパン2010－大学見本市－�

　日時：9月29日(水)～10月1日(金)

　場所：東京国際フォーラム

・産学官ビジネスフェア2010�

　日時：10月13日(水)～10月15日(金)

　場所：東京ビックサイト

・パテントソリューションフェア2010�

　日時：10月13日(水)～10月15日(金)

　場所：東京ビックサイト

●国立51高専と長岡・豊橋両技科大を合わせた約4,500人の教員の研究シーズを一度に検
索できます。
●検索で見つからない場合でも、「高専－技科大連合スーパー地域産学官連携本部」に
直接お問い合わせ頂ければ、産学官連携コーディネーターが日本全国にある高専・技
科大の技術の中から、求めてる技術を探します。

メール：chizai-honbu@kosen-k.go.jp

電　話：03－6435－0621
ＦＡＸ：03－5446－0789

これらの他、中小企業技術者向けの公開講座、出前授業等を行っています。�

本部産学官連携�
コーディネーターが�
全国の技術シーズから�

求めている�
技術を探します�

求めている�
技術の担当者が�
企業等の�
皆様に連絡�

高専は、地域の「知の拠点」を目指しています�高専は、地域の「知の拠点」を目指しています�高専は、地域の「知の拠点」を目指しています�

例えば、沖縄の悩みを�

北海道の技術で解決します。�
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域
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まずは、�
KNTnetを�
ご覧頂き、�
上記連絡先に�
コンタクト�




